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井 上
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1序
産業資本確立期におけるイギリス金融制度の資本主義的再編 ・整備の集大成として画
期 的意義を もつ ピール銀行法は,周 知 の とお り,1837年恐慌 と39年の貨幣恐慌 を画 期
として高揚す るに至 った通貨論争 の過程におい て,い わゆ る 「マ ンチ ェス ター=ロ ン ド
ソ枢軸」の経済的利害を代弁する通貨学派の理論を基調としつつ,1844年,なによりも
(1)
まずイギリス資本主義の恐慌防止策として制定された。しかるに,イギ リスの主導的資
本に よる こ うした政策 と期待 に反 して,「 ピール以後」PostPee1におい ても恐慌は む
しろその深刻さを一層強めつつ周期的に反復 し,そのたびに恐慌の原因とピール銀行法
の機能をめ ぐって激しい論争が展開されるに至ったことは,研 究史上よく知られている
事実で あろ う。
小稿では,上 の事実 に注 目 しつつ,さ しあた り1857年恐慌 の直後 イギ リス下 院に設
(2)
置された 「銀行法に 関する特別委員会」における如上の論争を対象として,まず第1
零原稿受領1970年5月19日
(1)この点 につ いては.当 面,関[尚 志 「イギ リス産業資本の確tr.と金融改革」 大塚 久雄他編 「資本
主義 の形成 と発展』 所収,お よび同 「市場 および金融の発達」 大塚 久雄編 『西洋経済史』(経 済 学
全集11)所 収 を参照。
(2}ここで,F.の副題 に示 した1858年の 『銀 行 法 に関す る特別委員会報 告 ・同証 言録』 につ いて.一
言 してお きたい。 この史料は.前 年 の1857年に お け る同 名称の委 員会証 言録 とともに1850年代
のイギ リス金融 史 ならびに恐 慌史研究 に関す る根 本史料で あ り,『資 本 論』 の著 者による引用(第
3巻 第5篇)を は じめ と して,研 究 史一1:その史料的価値 はすで に確 認済 みの もの,と い うこ とが娼
来る。 その一 部は,T.E.Gregory,SelectStatutes,Documents&Reportsrelatingtc)
BritishBanking1832-1928.vol.2.に収録 されて いるが.わ れわれはその全貌 を把 握 す る た め
マイクロ ・フ ィルム によ って全文を参証 した。 なお,そ の内容 は一ヒ記の委 員会報告 と同証言録 の他
に委 員会議事 録 と付 録 索引が含 まれてお り,こ の うち特 に議事録 は,委 員会の経過 と少数意 見の
報 告案 が収録 されて いて重要な史料 的価値 を有す るもので ある。念 のため,そ の原文の タイ トルをグ
附 記 す れ ば 次 の 如 く で あ る 。ReportfromtheSelectCommitteeontheBankActs;together
witbtheProceedingsoftheCommittee,MinutesofEvidence,AppendixandIndex,
(ParliamentaryPapers,1857-58,【381],V)一以 下,引 用 に さ い し て は,委 員 会 報 告 ぱ
Report.同証 言 録 はEvidence、同 議 事 録 はPrQcedings、と 略 記 し,ま たReport.に つ い て は パ
ラ グ ラ フ番 号,Evidence・に つ い て は 証 言 番 号 に よ っ て 各 々 の 典 拠 を 指 示 す る 。
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に,こ うした論争を必然化せしめたイギ リス資本主義内部の錯綜した経済的諸利害を,
イギリスの古典的金融制度の構造序列に即して分析し,もって当該段階における論争の
経済的基礎構造を確定すること。第2に,か かる論争の1集約点であった委員会報告と
これに反対するバー ミンガム学派の各々の立論を追究しつつ,論争の帰趨を見極めるこ
とによって,1857年恐慌段階における論争の基本構造とその歴史的地位を 明らかにす
ること。以上の2点を課題とする。
皿 地帯構造別分析
上述の第1の課題を追究するにあた り,われわれは(1)ま ず資金需要の主要なる発
生源であっだイギリスの工業地帯について,綿業の中心地ラソカシャー,羊毛工業地帯
たる ヨークシャーならびに 金属加工業の1拠点 パーミソガム地方を分析対象として,
1850年代におけるこれら各地域の産業 ・金融構造を考察しつつ 併せて通貨政策上にお
ける志向を確認する。(2)続いて資金供給体制の側面か ら,まず農業地帯における地方
銀行,ロ ンドンの株式預金銀行さらに 「預金銀行の預金銀行」たるビル ・ブローカー,
最後にこれらを統轄するイングラソド銀行の順序で,当 該段階におけるこれ ら諸編成の
機能と特質を析出しかつその政策的志向を明らかにする。
e工 業地帯の産業 ・金融構造と政策的志向
(i)ランカシャー地方
イギ リス資本主義の主導的産業部門たるラソカシャー綿業は,周知のとおり,原料供
給源を全面的に海外に依存するとともに,そ の製品(綿 糸 ・綿布)市場構成においても
国外市場中心の典型的な海外依存型大工業であったこと。また,こ うした産業構造に規
定されてランカシャーの地方銀行は,初発か ら為替手形取引に重点をおいた非発券の商
業銀行として興隆し,かつ彪大な手形割引業務を通 してロンドン貨幣市場に リソクされ
(3)
ていたことは,研 究史上すでに確認済みの事実であろう。 当面の1850年代におけるラ
ソカシャー綿業の躍進とともに如上の特徴的な産業 ・金融構造を基礎として,この地方
の手形取引業務が 一層の発展を遂げたことは特に挙証を俊つまでもな く明白であろう
が,さ しあたって当該段階におけるラソカシャー地方の手形取引に関連して次の事実に
(3)この点 に関するわが国の研究 業績 と して.当 面,吉 岡昭彦編 著 『イギ リス資本主義の確 立』第1
章.第5節.川 上忠雄 「自由主義段階 におけるバ ンク ・レー ト」〔1),『経 済 志 林』30-2を参 照 さ
れた い。
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注 目 してお きたい。1858年の前記委員会 におい て,リ ヴァプール商業会議所Liverpool
ChamberofCommerceの前会頭 トォールJ・Torrは利 子率 と手形流通 との関連に 関
す る1委 員 の質問 に 答 え てい う,r5039号。 ラ ンカシャー または リヴァプールにお い
て,手 形 と銀行 券が利子率 の騰 落に伴い,各 々区別 されつつ 支払 手段 として用 い られ る
事情 を説明 され たい。一 左様,極 め て顕著 な相異が あ ります。[例 えば]綿 花は リヴ
ァプールの重要 な商品で,そ の支払 いには3ケ 月手形か また は3ケ 月の利子 を さ し引い
た現 金が用い られ るが,利 子率 が5%末 満 の時期 にはすべ ての支払 いに パ ンク ・ノー ト
(4)
が用いられ,利子率が5%を 超えると大部分が手形で支払われる』と。事実,ト ォール
の証言によれば1850-53年には手形による支払いは比較的稀であったが,これとは対照
的に1856-57年の好況期においては綿花支払いのほとんど4分の3は手形であったとい
う。こうした事例に典型的に明示されている如 く,また一般的に 『輸出が増加すればそ
れだけ信用も拡大する』が故に,ラ ンカシャー地方における手形流通は好況の到来とと
(5)
もに累進 的に増加 し,か くて 『割 引を受け るべ き手形 が激増す る』であ ろ う。 こ うした
手 形の大 分部は,周 知の よ うに,現 地 の商業銀行 に よって割 引かれ裏 書 きされ た後,ロ
ン ドン貨幣 市場に送付 され て 再割 引 きを受 け る ことにな る。 例 えぽ,1857年恐慌 に よ
って破産 した リヴァプールの パ ラ ・パ ンクBoroughBankの理事 デ ィクス ソJ.Dixon
に よれば,破 産時に ロ ン ドンで流通 していた同行 の裏 書手形は実 に350万確 に達 してい
(6)
た とい う。
上 の如 く,彪 大な る手形 取引に関与 していた ランカシャー地方 の綿業 資本(な らびに
これ と利害 を同 じ くす る商 業資本)と 銀行 資本が,ピ ール銀行法 をめ ぐる通 貨問題 に関
して如何な る政 策的志 向を示 したかが,次 に注 目され る。 この点につ いて,前 記 トォー
ルは まず 『金流 出を阻止す る』ため バ ンク ・レー トを 引 き上 げ る ことに 賛意を表 した
が,そ の理 由は 次の如 くで あ った。 曰 く,「私が地金流 出を危惧す るのは,パ ンク ・ノ
ー トの党換が不能inconvertibleとな る ことを 恐 れ るか らでは な く,1844年法 の機能
に よって,地 金流出が逼迫期 におけ るバ ンクの流通手段供給能 力を減殺 し,・もって為替
手形 が党換不能inconvertibleとな る ことを恐れ るが故であ る』 と。 またい う.『金準
(4)Evidence.,Ω.5039.同様の傾向は1840年代において も指摘 されて いる。川上忠 雄,前 掲 稿(1),
232-233頁。
(5}Evidence.,Ω9.5041-5045.
(6)この うちの70-100万硝 はrバ ラ ・バ ンクの裏書 きが なければ まった く流 通 力をもたない』融通
手形 で あった こと も指摘 されている。Evidence・,ΩQ・4210,4345・
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備が一定点にまで減少すれば,鉄 の法則をもって貫徹する自動作用によって為替手形の
(7)
党換性convertibilityが犠 牲 とな る』 と。 恐 慌期に おけ る こうした 為替手 形 のr党 換
性』確保 の観点か ら,リ ヴ ァプール商業会議所は 委員会に対 して次の よ うな ピール銀行
(8)
法 の修正案 を提起 した。(1)イ ソグ ラン ド銀行 の 保証発 券額 を現 行 の1,400万諺 か ら
1,700万務に増 加す る こと。 増加分300万硝 の根拠は,ま ず 『わが 国の拡大 した商業 の
た めに』すなわ ち 「ピール以後」 におけ る商業 の飛躍 的発展 とこれ に と もな う通 貨需 要
の増大 に見 合 う分 と して200万硝,残 余の100万膀は 『地方銀行 券発 行 の消 滅』分 と し
て説 明 された。(2)イング ラン ド銀行 は,バ ンク ・レー トが8%に 達 すれば政府 の許可
な しに無 制限 の発券能 力を与 え られ る こと。 この8%の 根拠 につい て トォールは,「金
の流れ を逆転 せ しめ るためには8%の 高 さで十分で あ る』 と指摘 して,こ の修正 が立法
の本来 の主 旨 と矛盾す るものでは ない旨強調 してい るが,と もあれ これは恐慌 期におけ
る ピール銀 行法 の 自動的停 止を立法化す る 要 求であ った点に 留意すべ きで あろ う。 以
上,明 らかに この修正 案は,ピ ール銀 行法 と金本位制 の基本線 を完全に承認 しつつ,な
おかつ 同法 が過去2回 の恐慌 を防止 しえなか った とい う歴史的経験 を踏 まえて提起 され
....∫.............。
た恐 慌 緩和策で あ り,為 替 相場回復=国 際均 衡優先 の原 則 の も・とで 国内均衡 の同時的 達
成 をはか ること,と りわ け恐慌 期に おけ る為替手形 の 『見換性』確保 をめ ざす もので あ
った といえ よ う。
(ii)ヨークシ ャー地方
産業 資本確 立段階に おけ る ヨー クシ ャーの羊毛工業 は,イ ギ リス資本主義 内部 の非 主
導的産業部 門であ り,ま た原料 供給源 な らびに製品(羊 毛糸 ・毛織物)市 場 ともにむ し
ろ国内市場志 向型 の産業部 門に属 して いた こと。 こ うした産業構造 との関連で,ヨ ー ク
　 コ
シャーの地方銀行はすぐれて株式発券銀行の形態によって特徴づけられ,か つその政策
的志向においても国内均衡優先→通貨需要重視→株式発券銀行擁護という銀行学派的志
(9)
向を有していたことは,す でに別稿で 論及した如 くである。以下における 当面の課題
(7)Evidence.,ΩΩ4970,4998、5147
(8)Evidence.,9Ω.5107-5114.なお.8%の 根拠 に関する引用は,Ibld・Q4971・さ らに トt一
ルは別の箇所で も,そ の根拠 を次の如 く説明 してい る。す なわ ち 『割 り1率が8%前 後 に達すれば.
商人達 は取 引 を国内 に限定すべ く努力 しその資金 を可及的すみや かに,生 産物で はな くて現送の形
で回収 す る』 が故 に,為 替相場 は回復 して金流 出が防止 され ると。Ibid・・Q・4984あくまで も,為
替相場 回復 一 国際均 衡 優 先 を前提 と した修 正案で あった ことに留意すべ きであろ う。
(9}吉岡昭彦編 著,前 掲 書,第2章,第5節 参照。 なお,1844年段 階 において ヨー ク シ ャー が株式
発券銀行の拠点 であった事実 につ いて は,)llL忠雄前掲 稿(1)における地 方銀 行の分布の 表出 俵16)
を参照 されたい。
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は,「 ピール以後 」におけ る ヨー クシ ャー地方 の 産業 ・金融 体制 の基本的発 展方 向を確
認 し,併 せ て1857年恐慌 段階 におけ る 羊 毛工業=銀 行 資本 の 通貨問 題をめ ぐる政策的
志 向を究 明す る ことで あ る。
周知 の よ うに,ヨ ー クシ ャー の 羊 毛工 業 は ブラ ッ ドファ ドを 拠 点 とす る 硫 毛工業
worstedindustryおよび リーズ地方 を1中 心 とす る紡 毛工 業woollenindustryとい
う2大 副次部 門を もって構成 され ていた 。 この うち 前者は と りわ け1850年代 に至 って
(10)
飛躍的に発展 し,ブ ラ ッ ドファ ドは流 毛工業 の 「世界的中心 地」 として興隆 を遂げ,他
方紡 毛工業につ い て も,リ ーズ商業会議所LeedsChamberofCommerceの代表 ス
ミスJ・Smithによれば,「 最近数年 間に』 リーズ の商工業 は 『ほ とん ど倍 化』す るほ
(11)
どの発 展を遂げた とい う。 こうした ヨー クシ ャー の 工業的躍進 は,就 中好況期 におい
て,同 地 方 の手形取 引を促進 しつつ,も って ロン ドン貨幣市場 との連 繋を強化す るであ
ろ う。 ス ミスは まず,1857年恐慌 直前 の 好況期 におけ る ブ ラッ ドフ ァ ド地方 の羊毛投
機 の事 例を挙げ て,こ の場合 『人 々は手形割 引制度 にか な りの程度 依存 していた』 と述
べ,ま た 『これ らの手形は ロン・ミー ト街か または イ ングラ ン ド銀行で大 規模 に割 引を受
けた 』事 実を指摘 して,ブ ラ ッ ドファ ドと ロン ドン貨幣市場 の関連 を強 調 した 。続 いて
さ らに 『ロン ドンの商人がわれわれ の市場で製 品を購入 す る場合,利 子率が5%な い し
それ以上 に昂騰すれば,現 金では 支払 わず購入分 の全額 につい て手形[振 出 しコを 引受
(P)
け る』事情 を説 明 した。そ の意義 はす でに前項 の ランカシャー地方 の綿花取 引に 関連 し
て確認 済み の点で あ る。他方,ヨ ー クシャーにおけ るこ うした工業的,金 融 的発展 の局
面 とはむ しろ対膝的 に,と りわけ 紡毛工業 の 立地 た る リーズ地方 において 旧套的 な産
業 ・金融体制 が 同時に併存 していた 事実につ いて も 一言 してお きたい。 この地方 の伝
統 的 な紡毛工業 では,当 該 段階 に 至 って もなお多数 の 家 内製造 業者domesticmanu-
facturersの広範 な残存 を特徴 と し,こ れ に照 応 して流通 過程 もまた,こ れ ら小生産者
層の共同経営 にな る毛織物会 所clothha11におけ る小規模単 位 の 毛織物取 引が支配的
で あ った。 こ うした特 徴的 な産業構造 は,こ の地方 の金融体制 に次 の如 き特徴 を刻 印す
ることに な った 。 再 びス ミスは い う,『イ ングラ ン ド銀行券 は,わ れわれ の地方 では一
(10)この 点 に つ い て は,当 面w・F・CrickandJ.E.wadsworth,AHundredYearsofJoint
StockBanking,PP219-220.また .よ り 詳 し く はEMSigsworth,BlackDykeMills.A
History,Chap.IL参照 。
(11}Evidence.,Ω.5580.
(12}Evidence.,Ω9.5621,5631.
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般的ではない。製品に対する支払いは15硝ないし20榜とい う小額であり,こ うした取
引には地方的流通手段が用いられるが故に』と。さらに 『われわれの銀行は伝統ある銀
行なるが故に,人 々は[イ ングランド銀行券よりもコわれわれの銀行券を選好する』と
(13)
指摘した。以上,明 らかにヨークシャーの紡毛工業地帯では,依然として地方銀行券の
根強い流通とその存立基盤が残存していたことが確認され うる。
次にこうしたヨークシャーの羊毛工業=銀 行資本の通貨問題に関する政策的要求に関
説すれば,次 の如 くである。 まず第1に,上 述のス ミスは,イ ングランド銀行券の免
換性に 関する1委員の質問に答えて,『製造業者や その他の階層の者達は,こ うした
　 　 　 　 　 　
ささいな問題に考慮を払 うことはほとんどない』[傍点筆者コと断 じ,金融逼迫期にお
ける彼らの全関心は 『債務の決済のために貨幣を入手する方法如何』にあることを強調
(14)
して,為替手形のr党換性』確保の要求を示唆した。かかる観点か らス ミスが提案 した
具体案は,イ ングランド銀行の保証発券額を1,400万傍と規定したピール銀行法の条項
(15)
を 『逼迫期においてのみ』緩和することであった。その意義は前項のランカシャ・一地方
の分析のなかで指摘せる如 くであって,もはや贅言を要するまでもあるまい。他方で第
2に,地 方銀行券発行額を4週 間毎の平均で 算定することを規定した ピール銀行法第
13条が批判の対象となった。 ス ミスはこの点について,ま ず前述の毛織物会所におけ
る取引の決済方法を説明した後,た またまこの決済が 『4週間以内になされる事態が発
生すれば』上記の条項の規制を受ける地方銀行はr織元に必要な通貨を供給出来ず,あ
えて[発券をコ強行すれば直ちに平均発券認可額を超過して,勿論厳 しい罰則を課せら
れる』と訴えてその不合理性を強調した。 か くしてス ミスは.ピ ール銀行法第13条の
修正案として発券額の算定期間を4週間から6ケ月に延長することを要求し,これが実
(16)
現すれば 『われわれの要求はすべて満足されるでしょう』と結論した。以上,地方発券
銀行の端的な利害表明を看取すると同時に,こ の要求が ピール銀行法の発券規制に対す
る全面的な対決姿勢をもはや欠如している点に併せ注目すべきである。
(iii)バーミンガム地方
(13)以上 の如 きリー ズ地方の特徴 的な産 業 ・金融構造 に関 説 た 証 言 は,Evidence.,99.5668-
5670,5698.なお,19世紀 初頭 におけるヨークシャーの毛織物会所の意 義 と実態 にっいては吉岡昭彦
「産 業 革 命 期 にお けるヨー クシャー毛織物工業の構造」 『商 学論集』30-2.拙 稿 「産 業革 命 期 の
ヨー クシャー毛織物 工業」 『西洋史研究』6参 照。
(14)Evidence.,Q.5744.
(15)Evidence.,99.5586-5589
(16)以」二の諸証 言につ いて は,Evldellce..Q(～.5597-5606によるU
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イ ギ リス金融 史上,ナ ポ レオ ン戦争期 お よび その戦後に 本格的高揚 をみた地金論争
bullioncontroversyあるいは本位論 争standardcontrovetsyの展開過程 にお いて,
バ ー ミンガ ム地 方 の金属加工業 を社会的背景 と して,ア ッ トウ ッ ドTh・Attwoodを指
導者 とす るバ ー ミンガム学派 が登場す るに至 った事情は,わ が 国 の研究史上で もすでに
(17)
確認済 みの点 とな っている。い うまで もな く,こ の バー ミンガ ム学 派 の政策 的志 向は,
金本位制離脱 と管理通貨体制へ の移行 お よび平 価切下 げに よって,国 内均衡 と完全雇用
あ るいは 「完 全賃金」 を実現 せん とす る点 にあ った。 以下,わ れわ れは 当面 の1850年
代におけ る当該地方 の産業 ・金融 構造 とこれ に規定 された政策的志 向を,バ ー ミンガ ム
の銀行 家 ロイ ドS.S.Lloydおよび製造業者兼 商人 た るム ンツP.H・Muntzの証 言に
(18)
即 して究 明 したい。 ・
まず,・1・一一ミンガム地方 の 金融 体制に関 して 一 般的に 確認す べ き点は,1827年イ ソ
グラ ン ド銀行 のバ ー ミンガム支 店が設立 され て以来,同 行は 「バー ミンガ ムの[地 方]
(19)
銀行券流通 を攻略 する ために 強 力な努 力を 推進 して成功 した」事実で あ る。1850年代
に至 って も.ロ イ ドに よれば,『 イ ング ラン ド銀 行は 発 券銀 行に対 して.い わゆ る第1
級 の手形で も割 引 くことを拒否 』す る政策 を推進 し,か くして1858年当時,同 地方 に
(20)
おけ る株式発 券銀行は ただ1行 を残す のみであ った とい う。 また,1830年代 か ら50年
代にお いて,バ ー ミンガム支店扱 いのパ ソク ・ノー ト流通高は,マ ンチ ェスター等 の支
店に次 いで第3な い し第4位 を占め,か つ リーズその他 の各 支店扱 いの流通 高をは るか
(21)
に凌駕する関係にあった。こうしたイングラソド銀行券流通の圧倒的優位性に媒介され
(17}この 問 題 に 関 す る わ が 国 の 研 究 史 と して,桧 山 幸 雄 「ナ ポ レ オ ン 戦 争 後 のStandard論 争 」 『土
地 制 度 史 学 」8,吉 岡 昭 彦.前 掲 書,第2篇.第2章 お よ び 関 口 尚 志 氏 の 前 掲2論 稿 を 参 照 。ま た,
外 国 文 献 と し て は,当 面,S,G.Checkland,TheBirminghamEconomists,1815-1850,Ec.H.
R.,2ndSer.,voLI,NO.1(1948).を参 照 き れ た い 。
(18;ロイ ドは,今 日 の ロ イ ズ 銀 行 の 前 身 ロ イ ズ 商 会Lloyds&Co.の 経 営 者 で あ る が こ の 時 点 で
は 未 だ バ ー ミ ン ガ ム 地 方 の 一 介 の 個 人 銀 行 業 者 に す ぎ な か っ た 。Cf.CrickandWadsworth,oP.
cit.,P.53,n.また.P.H.ム ン ツ は バ ー ミ ン ガ ム 学 派 の1指 導 者GF.ム ン ツ と は 別 人 で あ る が
詳 細 は 不 明 。
{19)CrickandWadsworth,oP.cit.,PP.53-60.イン グ ラ ン ド銀 行 の こ う し た 政 策 に よ っ て 発 券 の
権 利 を 放 棄 し た イ ギ リ ス 最 初 の 事 例 はBirminghamBankingCo.で あ っ た と い う。
(20)Evidence.,ΩΩ.2787,2788.
⑳ こ れ に っ い て は.1857年 の 「銀 行 法 に 関 す る特 別 委 員 会 報 告 』 の 付 録NO.3に よ る 。 こ の 委 員
会 に 関 して は.さ き に 示 唆 し て お い た が.こ こ で 念 の た め そ の フ ル ・タ イ トル を 付 記 す れ ば 次 の 如
く で あ る 。Reportfrom止eSelectCommitteeo皿BankActs;togetherwiththe
ProceedingsoftheCommittee,MinutesofEvidence,ApPendixandIndex;PartL
ReportandEvidence,PartII.AppendixandIndex.(ParliamentaryPapers,1857,【2201
X,Pt・1,II)な お ,こ の 委 員 会 報 告 は 議 会 に 対 して 委 員 会 の 再 設 置 を勧 告 した に と ど ま り,従 っ
て 史 料 価 値 と し て は 同 証 言 録 が 重 要 で あ る 。 以 下,必 要 な 限 り に お い て こ の 証 言 録 を 引 用 す る が,
そ の 際 に はEvidenceof1857.と 略 記 す る 。
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て,同 地方は ロン ドン貨幣市場 に直接 リンクされ ていた と推断 され るが,こ の ことは ,
(22)
.バー ミンガムが 『最 も非 投機的な 都市 の1つ 』で あ ったに もかかわ らず.恐 慌 の到来 と
と もに長 期的不況 を必然 化せ しφ た。 例 えば ロイ ドは,r事 実,ロ ン ドン市場 にみ られ
る如 く貨幣が著 し く低廉 な現在,[パ ー ミンガムコ地 方 の 小製造 業者や 職人 の側では,
それを入 手す る ことが極 めて困難だ とい う事実を,経 験 に よって御存 じではないか』 と
い うバ ー ミンガム学 派委員 の誘導尋問に合 槌を打 ちつつ,そ の1例 として,現 金 を入手
す るた め24%の 年 利子 の支払 いを余儀な くされた1製 造業 者の事例 を挙 げてい る。 さ
らに続け て,『人 々は 商業に 再び資金 を投ず る ことを恐れ,結 局安全性 のために貨幣は
ロン ドンに送付 され る』 こと,ま たその結果 バー ミンガム地方ではrい つ まで もパ ニ ッ
(?3)
クが 存続す る』 と結 論 して不況が長 期化す る理 由を説 明 した 。か くして ロイ ドの証 言時
点た る1858年4月に至 って もなお,バ ー ミンガムで はrと りわけ 熟練 職人が極端 にひ
(2り
どい窮迫の裡にあ り』失業と被救血的窮民が激増しつつあったとい う。以上,恐慌の影
響が小生産者層の間では一層長期化し,その重圧が累加されて現おれる事情を把握すべ
きである。
こうした事態を反映する・ミー ミンガム学派の政策的志向の全貌については後に詳述す
るが,当面,前 記両証人の証言内容に即 してこの点を簡単に確認すれば 次の如 くであ
る。 ロイ ドはまず,『1844年法は多くの点でまったく理解し難い』と述べ,さ らにr投
機を防止し,物価変動と割引率の振幅を縮小せんとしたピール卿の意図』は完全に破産
(25)
した と断定 した 。 しか し一層 注 目され る点は.彼 の本来 の批判 はむ しろ金本位制 の基本
線 を確 立 した1819年の見換 再開法にむけ られ ていた ことで あろ う。r2847号。 貴下の
判断 では,1844年法 の撤 廃ない し修正 が実 現すれば,1819年法 の撤 廃 または修正 がな
くと も十 分望 ま しい と考 え るか 末梢的 な点 では1844年法の 変更 のみで 十分 で し ょ
う。だが,恐 慌 防止 とい う大 原則 に関 してい えば,同 法 を撤廃 して も事態 は何 ら改善 さ
れ る もので はあ りません 。』 同 じ くムンツ もまた,『1819年法 の もとで は,疑 問 の余地
('6)
なく恐慌は不可避的である』と批判して同法の再検討を強 く主張した。こうした認識に
立脚して,恐慌防止と完全雇用実現のために両証人が提案した政策は 『外国為替相場に
(22)Evidence.,Ω2794.
(23;以上 の 引 用 は,Evidence.,99.2666-2671,2679.
⑳Evidence,,Ω ・2554・同 様 の 指 摘 に つ い て は ΩΩ.2555,2882を 参 照 。
(25)Evidence.,ΩΩ2573,2577.
(26)Evldence,9⊆～2847,2901.
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よって影響されることのない国内通貨』(ロイ ド),『政府証券を保証とする純粋の不換
(27)
紙幣 の制限発 行』(ム ンッ)の 体制 を確 立す る ことで あ った。
(⇒農業地帯 ・ロンドンの金融的諸編成と政策的志向
(i)農業地帯の地方銀行
イングランドの農業地帯がイギリスにおける旧套的個人発券銀行の最大の拠点であっ
たこと,また,こ うした地方発券銀行がかの通貨論争における銀行学派の社会的基盤を
(28)
なしていたことは,荒牧正憲氏の一連の諸業績によって確認されている如 くである。わ
れわ れの当面 の課題 は,こ の点 を前提 と しつつ,と りわ け 「ピール以 後」におけ る農業
地帯の地方銀行の興隆形態を析出し,もって1850年代におけるこうした地方銀行資本
の通貨問題に関する政策的志向の動向を確認することである。
上の課題に関連してまず第1に注目される点は,「ピール以後」において農業地帯の個
人発 券銀行の預金業務 が 決定的 に増大 した 事実で あ る。 地方個人銀行 家協会Associa-
tionofPrivateCountryBankersの会長で あ り,か つ イ プス ウ ィッチIpswich地
方 の銀行 家であ った ロ ドウェルW・Rodwellの証言 に よれ ば,当 時農 業地帯 の地方 銀
行では 『銀行預金が発券額をはるかに凌駕して』いたとい うが,続いてこの点に関する
1委員 の質 問に答 えてい う,r1386号。 地方 銀行家の会長 としての貴下 の意見で は……
1844年以来銀行取引が顕著に増加 し,し かもそれは 預金の増加という特徴をもつとい
われるのか1844年 以来,有 利な銀行業務が 拡大しましたが,そ の拡大の唯一の形
⑫7}Evidence.,ΩΩ.2634,3046.他に ΩΩ2649,2728.なお,ム ンツは20年前 とは異 な り現 在 で
は平価切下 げを希望 しない と答 えている。Ω・2977・
㈱ 通貨 論争 の歴 史的背景 に関する荒牧正憲氏の研 究業績 の うち,主 要な ものを列挙 すれば次の如 く
で あ る。 「貨幣 制度の展 開 と通貨論争」,「預金銀行の展開 と通貨論争」,「イギ リス金融制 度の確 立
をめ ぐって」,「通 貨論争の背景」,「通貨論争 と銀行制度」{1).以上各 々 「態 本商大論集 』6,7,
12,『経済学研究』21-4,23-1の順序で所収 されてい る。氏の論点 は多岐 にわたってい る が,い
まこれをわれわれの問題関心に即 して要約 すれば次の如 くで ある。す なわ ち,氏 は まず1826年の
株式銀行法 制定 を画期 と して飛躍 的興隆 を開始 した地方株式銀行 を預金銀 行 と把握 し,「発 誉 銀 行
と預金銀 行の社 会的分化」 が急速 に進行 しつつ あった事実 を明 らかに した後,他 方これに伴 って衰
亡 しっつ あった地 方の個 人発券銀行 が,通 貨論争 における銀行学派の社会 的基盤 であることを論証
された。 しか しながら.地 方銀行 による発券業務の衰退 は平均的傾向的 には正 しい として も,こ れ
を1820-30年代 に関 して一面的に強調 するな らば,通 貨論争の歴史的背景 自体 が見失 われる結果 に
な りは しまいか。総 じて,荒 牧氏 の業績 を含 めて,イ ギ リス金融史 に関す る従 来の研究 は厳密 な地
帯構 造別分析の視角 を欠如 してお り,こ の ことが,ピ ー ル銀行法 の制定以前 において 「発券銀行 と
預金 銀行の社会的分化」 を不当 に一般 化 し強調す るとい う誤 りに導 いた理 由であ ると看倣 される。
これ までの分析 によって も明 らかな如 く,こ うした一般的傾 向を代表する典型事例 は ランカシャー
地 方であ り,こ の点が,正 に ピール銀行法 の推進主体 たる 「マ ンチェス ター一ロ ン ドン枢軸」 を構
成 す る1根 拠 で あ っ た が,他 方これ とは対礁的 にヨークシャー地 方は1844年時 点 で もなお株
式 発券 銀行の1拠 点で あるとい う錯綜 した構造 を示 して いたので ある。 平均的 な傾 向 を析 出するだ
けでは必ず しも事態 の正確 な把握 とはな らない点,銘 記すべ きであろ う。
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態は預金による信用拡張であったと考える』と。 また,同 じくロドウェルによれば,
『近年,借 地農や小売商が銀行家に勘定を開設する習慣が』『4倍も増加した』こと,さ
らに 『50硝の借地料しか 支払はない』小規模な借地農でさえ銀行に預金をもつに至っ
(29)
た事実が印象的に指摘されている。以上,農 業地帯における地方銀行にとってピール銀
行法は正に方向規定的契機であったと看倣されるが,と もあれ当該地帯の地方銀行はこ
うして本格的な預金銀行として興隆を遂げるに至ったのである。なお,こ うして農業地
帯に蓄積された彪大なる遊休資金がロどドンの株式銀行またはビル ・ブローカーに送付
されて,工業地帯で発生した 手形の割引きに 運用された事実は,『ロンパー ト街』の著
(30)
者 ・ミジ ・ッ トW・Bagehotのヴ ィヴ ィッ ドな描写 に よって周知 の ところであ ろ う。 次
に,い ま1点,当 該段階 に 至 って もなお,『農業地帯で はパ ンク ・ノー トよ りも地方 銀
行券が選 好 された』事 実に併せ留意 しなければな らな い。 この点 に関 して再び ロ ドウェ
ルは,『5確 の パ ンク ・ノー トは地方 銀行に絶 えず持 ち込 まれ る傾 向にあ り,地 方銀行
券 の如 く人手か ら人手 へ と流通す ることがない』 と説 明 し,結 論的 に,『 パ ンク ・ノー
(31)
トは地方の発券によってすべて駆遂されるであろう』と断定 している。か くして農業地
帯の地方銀行は,1850年代においても限定された地方的流通に関する限り依然として
発券業務に強 く関与していたといえよう。
如上の対脈的な2局面をもつ 金融構造を反映 して,農 業地帯の地方銀行資本の通貨
問題に対する志向は 次の2点に要約され うる。 まず第1に,前 記ロドウェルによれば
く1)発券銀行は従来,『イングランド銀行による,為 替相場制御のための警戒処置に逆
行する』傾向があったこと,従 ってこれを防止する点で,『発券規制は極めて有意義で
あった』こと。(2)地方銀行にとっていま1つの利点は,『日常的な業務運営上』イン
グラソド銀行の準備金の変動がr貨 幣市場の将来の 動向に関する絶対確実な指標とな
(32)
る』 こと。以上 の2つ の理 由か ら,ピ ール銀行法に対す る賛成意見が表 明 された。次 に
第2に,前 述 の ヨー クシ ャーの場合 と同様に,ピ ール銀行法 第13条 の条項 が問題点 と
して指 摘 された。す なわ ち この規定 に よれば,農 業地帯 におけ る資金 の季節的需 要に対
伽)以 上 に お け る 諸 引 用 は,引 用 順 に,Evidence.,Ω.1382,1386,1367,1440.その 他Report,
NO・8・を 参 照 。
⑳W.Bagehot,LombardStreet,PP.11-12,宇野 弘 蔵 訳,21-22頁 。 念 の た め 申 し添 え て お くな ら
ば.農 業 地 帯 の 余 剰 資 金 は 通 常 ま ず ロ ン ド ン の 取 引 銀 行 に 送 付 さ れ た 後,ビ ル ・ブ ロ ー カ ー に放 出
さ れ る と い う経 路 を と り,農 業 地 帯 の 地 方 銀 行 と ビ ル ・ブ ロ ー カ ー と の 直 接 的 結 合 は 『情 況 し だ い 』
に よ る と い わ れ て い る 。Evidence.,Ω.1548;Report.,NO.8.
(31)以上,引 用 順 に,Evidence.,Ω.1503,1325,1326.
(32)Evidence.,ΩΩ.1288-1291.
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して,地方銀行の発券能力が著 しく弾力性を欠 くこと,がその理由であり,か くして,
『立法の原理にはなん らの抵触することなく』同条項を部分的に修正すること,具体的
には地方銀行券発行額の平均算定期間を4週 間から3ケ 月に延長することが 要求され
溜 以上,「ピール以後」において農業地帯の地方銀行が本格的纐 鍼 行として興隆
す るに伴 い,そ の政策 的志 向において も ピール銀行法 の承認 の方 向に傾 斜 しつつ あ った
点が 合理的 に把握 され るべ きで あ る。
(ii)ロン ドンの株式 預金銀行
首 都 ロン ドンにおけ る株式預金銀 行は,周 知 の よ うに1833年の パ ン ク特許法制定 と
翌34年 の ロン ドン ・ア ン ド・ウ ェス トミンス ター ・パ ンクLondonandWestminster
Bankの創立 を起点 と して,そ の後 と りわけ1850年代におい て 飛躍 的興隆を遂げ るに
至 った。 ロン ドンの株 式銀行 の預金 高推移 の表 出は,こ の ことを如実 に物 語 る もので あ
る。 ところで,こ の点 に関連 して留意 すべ き ことは,こ うした株式預 金銀行 の興隆が,
ロソ ドンの伝統的 な個人銀行 に よる敵 視政策(ロ ン ドン手形交換所へ の加盟拒否 はその
(3f)
端的な事例)と,こ れとの競争戦のなかで達成された事実である。草創期の株式銀行が
ロン ドンの株式銀行の預金高推移の表出
1834
36
38
40
42
44
46
48
50
52
54
56
57
?
?
、、
、
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
0.2
0.6
1.4
1.4
2.1
2.7
3.3
3.1
4.0
5.6
7.2
11.4
13.9
ロ ン ド ン ・
ジ ョ イ ソ
ト ・ス トッ
ク
1.1
1.2
1.8
2.2
2.4
2.3
2.9
3.6
6.2
7.2
10.7
ユ ニ オ ン
0.4
0.7
1.6
2.2
2.6
3.0
4.3
7.0
9.O
lO.9
コ マ ー
シ ヤ ル
0.2
0.2
0.4
0.4
0.6
1.0
1.3
1.5
0.9
ロ ン ド ン ・
ア ソ ド ・
カ ウ ン テ ィ
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
そ の 他
0.9
2.6
計
0.2
0.6
2.7
3.4
5.7
7.6
9.9
9.8
12.5
17.8
25.5
33.5
42.5
[Evidence.,p.70.よ り作 製 。]
(33)Evidence.,ΩΩ・1293-1297.
圃 こ の 点,詳 細 に は 大 島 清 他 著 『金 融 論 』100-102頁を 参 照 。
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預金獲得 の競争 戦にお いて採用 した 最大 の武器は 預金利子 の 引上げ であ った。 ロン ド
ン ・ア ン ド・ウェス トミンス ター ・パ ソクの理事 サ ロモ ンズD.Salomonsによれば ,
同行 は創立 当初rl,000礪未満 の預金には2%の 利 子』を,ま た よ り高額 の場 合にはr特
約利率 』をつけ ていたが,そ の後rと りわ け 競争 のため に』 同行 は その利率 をrパ ソ
ク ・レー ト近 くまで 』す なわ ち,500膀以上 の預金には バ ソク ・レー トの1%下 鞘,500
(35)
硝未満の場合には2%下 鞘にまで引き上げたという。また,前記委員会報告はこうした
証言に基づいて結論 していう,『ロンドンの株式銀行は 個人銀行とますます競争するよ
(36)
うになり,預金に利子をつける手段で彪大なる金額を集中し始めた』と。さらに,こ う
してロンドンの株式銀行に預託された巨額の資金が,ピ ル ・ブローカーに放出されたこ
とは周知の事実であろう。念のため一例を挙げておこう。r616号。 最近,銀 行業者は
彼 ら自身が直接割引くことをせず,準 備金の一層多くの部分を,割 引きのための代理店
たるビル ・ブローカーに対してコールで貸付ける習慣が一般化したのではないか一 然
り。特に株式銀行は預託された多額の資金に否応なく利子をつける故,直 ちに迅速にそ
(37)
れを運用しなければならない。』こうした証言は 枚挙に暇ないほどであるが,も はやこ
れ以上の挙証は無用であろう。 ともあれこうして1850年代において ロンドンの株式預
金銀行は古典的金融機構の一環として不動の地位を確立するに至ったのである。
次に,ロ ソドンの株式預金銀行の通貨政策上における志向について一言しておこう。
前記サロモンズはまず,ピ ール銀行法に 対して賛意を表明しその理由を,rパンク・ノ
ー トの見換性に関するすべての危険を解消した』点に求めた。さらに,同法がパンク・
レー トの激しい変動を促した 事実に関説して,『利子率の騰落は流通する貨幣の増減に
比例する』と述べてピール銀行法を免罪し,しかもかかる利子率の変動はr商 業界にと
(38)
って有害』とは看傲されない旨強調したのである。ここにわれわれは,利子率の上昇が
(39)
利潤増大 に結 びつ く資金供給 者側 の端的 な利害表 明を看取すべ きではあ る まいか。
(iii)ピル ・ブ ローカー
1850年代におけ る,如 上 の預金銀行業務 の 飛躍的 発展 と 余剰資金 の激増に伴 い,こ
れを コール資金 として受 け入れ る ビル ・ブ ローカー もまた 「預金銀行 の預金銀行」 と し
β5;Evidence.,ΩΩ.1131-1132.ただ し.最 高 利 率 は8%を も っ て 上 限 と さ れ て い た 。 Ω.1133,
(36}Report,,NO.7,
観Evidence.,Ω,616.同様 の 指 摘 に つ い て は,例 え ば,Ω Ω ・926,1950,1969,1971.
㈱ 以 上 の 点 に つ い て は,Evidence.,9Ω.1196,1198・
B9)こ の 点,特 に マ ル ク ス が,「 こ の 利 子 率 の 引 上 げ こ そ は,か の 条 例 の 目 的 で あ っ た 」 と 強 調 して
い る と こ ろ で あ る 。Marx,DasKapital,Bd.III,SS.606-609.参照 。
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て本格的 な興隆 を遂 げた ことは い うまで もあ るまい。古 典的 金融制度下 におけ る,こ う
した ビル ・ブ ロー カー(正 確に は貨 幣取 引業者moneydealer)の意 義 と機能 につ いて
(40)
は,研 究史上余 りにも周知のところである。従って,こ の点に関する委員会証言録は極
(41)
めて豊 富かつ興味深 いが,紙 幅 の関係で これを一切 省略 し,以 下では ただ;こ うした ビ
ル ・ブローカーの通貨 問題に関す る政策的志 向を確認す るに とどめた い。 この点 につ い
では,1857年の委 員会 におい て喚問 を受けた ナー ヴァ レン ド ・ガー ニ ィ商会Overend,
Gurney&Co・の 協 同経営 者 チ ャップマ ンD・B・ChaPmanの証言が 注 目され る。ま
ず ピール銀行 法の 評価 に関 して チ ャ ップマ ンは,『通貨発行 を不動 の原則上 に定 着せ し
めた点で極め て有益』で ある と 積極 的 な 評価 を下 しつ つ,し か し他方 では,同 法が恐
慌,不 作 あるいは戦争 に起因 す る金融逼迫 に対 してr防 禦策 を欠 いてい る点 で欠陥があ
る』 と指摘 した。 同様 の観点か らさ らに 次 の よ うに もい う,『わ れわれは2つ の ことを
実行せねば な らない。1つ は正 貨支払い の維持 であ り,次 にはわ が国 の工業 を停 止せ し
(42)
めない ことつ ま り商工業 を維持 す る ことであ る』 と。 こ うした基 本的認識か ら,チ ャ ッ
プマ ンが提起 した ピール銀行 法の修 正案 は(1)イ ング ラン ド銀 行の 保証発券額 を250
万礪 増加す る こと。ただ し,こ の増加分が 『パ ン クの利益』で はな く 『公衆 の利益 』 と
な るため の保障が必 要であ る とい う条件が付 された。(2>さらにr特 定 の情況下 におい
(43)
て,紙 幣流通を拡大するなんらかの制度が定められるべきこと』,これは明らかに恐慌
期におけるピール銀行法の自動的停止の要求であると看倣される。以上の修正案の目的
は,『イングランド銀行券が 金に見換されなければならぬと同様に』手形は 『貨幣に換
(44)
金 され るべ き』 ことにあ った 。か くして,ビ ル ・ブ ローカーの政策的志 向は,さ きの ラ
ンカシャー綿業=銀 行資本 の志 向 と完全に合致 していた ことが確i認され るであ ろ う。
(iv)イング ラン ド銀 行
最後 にわれわれは,古 典的金融制度 の ピラ ミッ ド型 編成 の頂点 に位置 して全信用機構
を統轄す るイ ング ラン ド銀 行につい て,特 にそ の全力能が遺憾 な く発揮 され る恐 慌期 に
㈹19世 紀 中 業 に お け る ビ ル ・ブ ロ ー カ ー の 意 義 と機 能 に つ い て は,当 面,大 島 清 他 著,前 掲 書,第
1章.第3節.遠 藤 湘 吉 編 『帝 国 主 義 論 」 下,第2章,第1節.3.Bagehot,oP.cit.,chap.1,
11・W・T・C.King,HistoryoftheLondonDiscountMarket.藤沢 正 也 訳rロ ン ドン割 引 市 場
史 」.第4章 一 第6章 を 参 照 。
㈲ 念 の た め.特 に 重 要 な 部 分 を 指 摘 す れ ば 次 の 如 く で あ る 。Evidence.,Ω9,397-401,'627-644,
715-719,1961-1965.
(42}以上,引 用 順 に,Evidenceof1857.,Ω9.4963,5324.
@3)同 じ く 引 用 順 に,Evidenceof1857.,Ω .5400-5401,4906.
㈲Evidence.Ω.5182.こ の 点 は マ ル ク ス に よ っ て も 引 用 さ れ て い る 。Marx,DasKapital,Bd.
III,SS・581-582.を参 照 。
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焦点 を合せつつ,そ の機能 と 政策的志 向を 概 観 した い。 このためには,ひ とまつ1857
年 のイ ギ リス貨 幣恐慌 の経緯 を簡単 に確認 してお くことが所要 とされ よ う。(1)周知 の
とお り,1857年恐慌 は同年8月 の ア メ リカにおけ る恐慌勃 発を契 機 として始 ま ったが,
その影響 を受 けて10月 初旬,時 のイ ングラ ン ド銀行総裁 ニ ィーブS・Neaveによれば,
『そ の時 わが国 の地金 は 急激 に流 出 しつつ あ って,勿 論わ れわ れは幾分危惧 し始 めた』
とい う。 そ の結 果,パ ンク ・レー トは10月8日 に6%,続 いて12日 に7%さ らに19
ロ
日には8%に まで 引 き上 げ られた。 同 じく ニ ィー ブに よれば,10月末 には イ ギ リスの
為替相場 は アジアを除 いて 回復 した とい うが,11月 には代 って 国内 と りわけ ス コッ ト
ラ ン ドとアイル ラ ン ドへ の 金流出が激増 し,こ れ に伴 って パ ンク ・レー トは11月5日
(t5)
には9%さ らに9日 には10%と い う空 前 の高水準 に達 す るに至 った。(2)他方,上 の
如 きパ ン ク ・レー トの急 激 な上昇 は 全商業界 の疑惑 を深 めて,そ の結果一方で は,『逼
迫 に対す る懸念か ら,健 全かつ支払 い能 力 のあ る商会で さえ も手形 を換 金』 し始 め,ま
た ロン ドンの株式銀行 はそ の第1線 準備強 化 のた めに コール ・ロー ンの回収を開始 し,
か くて ビル ・ブ ロー カーは 「最後 の銀行 準備金 の保有 者」(・ミシ ョッ ト)た る イ ングラ
ン ド銀行にr追 い遣 られ る』 ことにな った 。 と りわ け,貨 幣恐慌 が 最高潮 に達 した11
月9日 以降,ニ ィー ブに よれば,『 ロン ドンにおけ る 商業手形 の割 引は イ ングラ ン ド銀
行 を除 い てほ とん ど停 止 され』 る一方 で,バ ンクに対 す るr割 引需要 の重圧』が累進的
に増大 し,遂 に11月12日,ピ ール銀行法 の停止 と限外発 券 な しには13日 以降 の割 引
(46)
業務の続行は不可能という破局が招来されたのである。
1857年貨幣恐慌の上の経過に示唆されている如 く.恐慌期におけるイングランド銀
行当局の全関心はなによりもまず,対 外為替相場と金流出の動向に集中され,.バンク・
レー トは発券部の金準備の推移に合せて決定された。この点についてニィーブは次のよ
　 　 　 　 　 　 　
うに説 明 してい る。曰 く,『それ[パ ン ク ・レー トの引 き上げコは決 して国 内のパ ニ ック
　 コ 　 　 　 　 　 　 　 コ 　
を鎮静する手段ではない。割引率を引き上げて急増しつつあった当行に対する[割引コ
ロ 　 　 　 の 　 　 　 の 　 ロ 　 　 　 　
需要を阻止することは絶対に必要であったが,そ れはこの手段によって金の国外流出を
(45)以上,Evidence.,ΩΩ.12-35.を参 照 。
㈹ 以 上 の 諸 引 用 な ら び に よ り詳 細 な 経 過 に つ い て は.Evidence.,Ω.112,119-132,256・そ の 他,
1857年貨 幣 恐 慌 の 経 過 に っ い て は,W.T・(≧ キ ン グ,前 掲 書.藤 沢 正 也 訳,第6章,VII,イ'ア ●
ト ラバ テ ン ベ ル グ 「前 独 占 資 本 主 義 の 貨 幣 恐 慌 一 貨 幣 恐 慌 史2-1及 川 朝 雄 訳,第8章.エ
ム ・ツ ガ ン ・バ ラ ノ ウ ス キ ー 『英 国 恐 慌 史 論 』 鍵 本 博 訳,第1篇.第3章 さ ら に1850年 代 全 体 の
産 業 循 環 の 動 向 に 関 して は,J.R.T.Hughes,FluctuationsinTrade,IndustryandF五nance,
AStudyofBritishEconomicDevelopment,1850-1860,chap.2.3、10。
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　 　 　 コ
阻 止す る』ためで あ った と[傍点筆 者]。さ らに,イ ングラン ド銀行 当局 の こ うした政策
が ピ・一ル銀行法 の主 旨に 副 うもので あ る ことを 強調 してい う,『立法 は通貨 の見換性 の
(47)
ために金準備を維持するためのもので,決 して商業上の逼迫に関与するものではない』
と。こうしたイングラソド銀行の政策に対 して銀行学派委員たるウイルソソJ・Wilson
は,『結局,発 券部には600万ないし700万確の地金があるのに,イ ソグランド銀行の
銀行部は支払いを停止することになるのではないか』と鋭 くその矛盾を指摘したが,ニ
ィーブはこれに応酬 してい う。『その通 りです。 発券部の地金は他の目的のために充当
(48)
されるのだから』と。ここで 『他の目的』とは銀行券の免換性確保を意味することは,
もはや多言を要するまでもあるまい。以上,明 らかに国際均衡優先の原則に基づいて金
本位制を維持することは,イ ングランド銀行にとって,如何なる犠牲を払っても確保し
(49)
なければならぬ1個 の至上命令であったといえよう。
[小 括]
以上の分析結果に基づいて,い ま,古典的金融機構の諸編成を政策的志向別に分類す
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
れば.ほ ぼ 次の4類 型 に要 約 され うるで あろ う。(1)イング ラン ド銀行 とロン ドンの株
コ ロ 　 　 コ
式預金銀行は,各 々ロンドソ貨幣市場における通貨供給機能を分担するものとして,利
子率の昂騰が直接その利潤の増大に結びつ くという利害の共通性をもちつつ,と りわけ
前者の主導性のもとに,国際均衡優先と金本位制維持を至上命令としてピール銀行法の
全面的擁護の見地に立つ。この点で,通 貨学派の典型的な社会的基盤をなしていたと推
　 　 　 　 ロ 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 り 　 　
断 され る。(II)ラソ カシ ャー綿業=銀 行 資本 と ロン ドンの ビル ・ブローカーは,手 形割
引業務 を媒 介 と して利害が連繋 していた。その政策的志 向はいず れ も。 ピール銀 行法 の
基本線 を承認 しつつ,特 殊 的 に為 替手形 の 『見換 性』確保 の視角 か ら,恐 慌期 におけ る
同法 の緩和 を要 求 した。 この点で,(1)の類型 に対 して利害 の相対的 独 自性を もつ。(III)
　 　 　 　 の 　 　 　 　 　 　 　 　 コ 　 　 コ 　 　 　 　 ロ 　 　 　 コ 　 ロ
ヨークシャーの羊毛工業=銀 行資本と農業地帯の地方銀行資本は,と もに地方銀行券発
行業務に関与しており,その点で銀行学派の社会的基盤をなしていたが,しか し 「ピー
ル以後」における金融的再編の本格的進行とともに,前者はランカシャー的体制に傾斜
し,後者はロンドンの株式銀行との連繋を強めつつあって,政策的志向においても各々
㈲Evidence.,9Ω.808,946.同様の証言 は,Evidence.,ΩΩ.55-65,835.
⑱Evidence.,g.533.
㈲ なお,そ の他 の論点 と して,ニ ィー ブは,『利子率の変動 は商業 に対 して な ん ら害 を与 えゐ もの
では ない』 ことを強調 して,前 記サ ロモ ンズと同様の見解 を表明 して いる点 が注 目される。
Evidence,Ω.294.
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(II)および(1)の類型へ と対 極的に分 離 ・解体を遂げ つつあ った 。(IV)最後 に,バ ー ミソ
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 の 　 　 　 ロ 　 　
ガムの中小金属加工業資本と銀行資本は,バ ーミンガム学派の推進主体として,ピール
銀行法に対する最も徹底的な批判者であったばかりか,金 本位制そのものからの離脱と
管理通貨体制への移行によって,完全雇用の実現をめざすものであった。
皿 委員会報告 とバ ー ミソガ ム学派 の報告 案
1858年の 「銀行法に関する特別委員会」に課せられた 中心課題は,ピ ール銀行法の
意義と機能とを1857年恐慌の原因との関連において 究明することであった。 この問題
をめ ぐる論争の諸論点は,前節においてその大要を紹介せる如 くであるが,こ うした論
争を前提として当該委員会は,同年6月,イ ギリス下院に対する公式の委員会報告を圧
(50)
倒的多数の賛成をもって採択した。 他方この報告を 不満とするバー ミンガム学派委員
は,別 に独自の報告案を委員会に提出したが一蹴され,か くして委員会における論争は
一応の終止符が打たれることになった。以下われわれは,前節での分析結果を踏えて,
(1)まず委員会報告の論理と結論を,そ の論旨に即して1857年恐慌の原因把握,次 に
ピール銀行法をめ ぐる諸論点に対する評価の順序で追跡しつつ,も って当該段階におけ
る論争の帰趨を見極め,(2)続いてバー ミンガム学派委員の1人 とし最も非妥協的な論
(51)
旨を展 開 した ス プーナRSpoonerの 報告案 の骨子 を紹介 して,そ の意義 を明 らかに
したい。
←う 委 員会報告 の論理 と結 論
(i)1857年恐慌 の原 因把握.
1857年恐慌 の原 因究 明の一環 として委 員会報 告は,勇 頭 まず,1847年以 後 の10年間
に生 じた イギ リスの経済的 発展過程を概 観 し,こ れ を(D外 国貿易 の未曾 有の拡大。
(2)歴史上,ア メ リカ大陸 の発見直後につ ぐ大 規模な金 銀の流入 。{3)銀行 業の発展に
よる 『資本 節約』(=信 用制度)の 顕著な る発達。 以上 の3点 に要約 して,57年恐慌 を
(52)
惹 き 起 した 歴 史 的 背 景 を ま ず 一 般 的 に 明 ら か に した 。 こ う し た 予 備 的 考 察 を 前 提 と し
(5①Proceedings.,P.lxxvi.
(51〕Proceedings"P・Iv-lviをみ よ。なお.ス プーナはバ ー ミンガム学 派の領袖 アッ トウ ッドの共 同
経営者 であ り.か っバ ー ミンガム商業会議所BirminghamChamberofCommerceの指導 的メ
ンバ ーであった。Cf・Chechland,oP・cit・,P・4・また,こ の報告案 とは別 に。同 じくバー ミンガム
学派委 員の1人 と思 われるケ ィリE・SCayleyの報告案 も収録 されてい るが.そ の 主張 は極 めて
妥 協的 である故.こ こでは割愛 した。
(52)Report,,NO.9.
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て,報告は次に,前 記ニィーブ の証言に基づいて1857年貨幣恐慌の具体的経緯を刻明
に分析しているが,われわれはこれを一切省略し,当面,こ うした分析から導き出され
た次の如き結論に注目しておきたい。すなわち,まず57年恐慌の原因を 『1844年法の
機能によって惹き起されたパニック』に求める見解を強 く否定して,その根拠を次のよ
うに説明した。 曰く,『何故な らば,わが国における窮境は,こ の法の適用を受けない
アメリカにその起源が存 し,しかもわが国とは非常に異なった通貨規制法下にある北欧
諸国において,恐慌ははるかに激烈であったが故に』と。恐慌の原因究明に関する委員
会報告の全論理は,結 局こうしたピール銀行法の免罪に帰着するといつても過言ではな
いが,と もあれ上の論旨の必然的な帰結として,『当委員会にとって,これら諸国のす
(53)
べてに共通する[恐慌の]原因または諸原因を明らかにすること』が残された課題とな
るであろう。
ところで,こ うした問題関心から1857年恐慌の原因把握を めざした委員会報告を貫
　 　 　
ぬ く基本視角は,1847年恐慌との対比において当該57年恐慌の歴史的特殊性を浮彫 り
(54)
に し,も ってそ の原 因を究 明せん とす る ことであ った。 さきに紹介せ る委員会報告 冒頭
の予備的 考察はそ のた めの1布 石 であ った と看倣 され るが,そ の うち,と りわけ第3の
1847年以降 の10年 間におけ る 信用 制度の飛躍的発 展に焦点 を合 せつつ,特 に注 目され
た点 は次 の諸史実 であ る。 まず第1に,47年 恐慌 と比較 して57年恐 慌 の特 徴 を刻 印す
る最大 の要 因は,い わ ゆ る無担保信 用制度systemofopencreditstlこもとず く極端'
な信 用 の濫用で あ った とい う。 この制度 は,『 外 国人に対 して互 いに了解 され た範囲 内
で イギ リス商会宛に 手形振 り出 しの 自由を認め る』 ことで あ り,そ の意味か ら国際 的 な
引受信 用accePtancecreditsの1変種 であ った と看倣 され るが,1857年恐慌 前に と り
わけ北欧 諸国 との間 におい て未曾有 の規模 で展開 され るに至 った とい う,こ の無担 保信
用 の実態 は,『現 実的 な取 引 の基 礎を まった く欠如 し,単 に一時的 な資金獲得 と[引 受コ
手数料 の取 得を 目的 』 と した悪質 な仮空信用 であ った とい う。 しか も,こ うした機構 を
通 して発 生 した手形 は・ 『外 国為 替手形 として流通 した後,満 期 日には支払 いを受け る
β3)以上の 引用 は,Report.,NO.34.
〔54)周知 のよ うに,こ の点はマル クスによって鋭 く批判 されて いる ところで ある。す なわち,報 告 が
「新 た な恐 慌 を,そ のたび に社会 の地平線上 には じめて現 われて きた孤 立 した現象」 として把握 し,
「一時 期 だ けに特有 な,な い し特 有である と想定 されている出来事,動 き.作用因 によって説 明 され
るべ き現 象」 と して取 り扱 っている と。 か く して,「 もし自然科学者 た ちが これ と同 じ子供 じみ た
方法 で事 を扱 ったと した ら,彗 星 くらいの ものが再 出現 して も,世 間は驚天 動地 とい うことになる
であ ろ う1と 。 『マ ルクスーエ ンゲルス全集』,邦訳,(大 月書店版)第12巻,543頁 。
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ものとの了解のもとにイギリスに送付されるが,それ らは原則として商品ではなく,決
済のために送付 された他の手形によって支払われる』という悪循環により,仮空信用の
(55)
累進的拡大 を必 然化せ しめ る ものであ った。次 に,委 員 会報告 のなか で批難 され た第2
の点は,如 上 の無担 保信用 に基 づ く手形 な らび に 国 内で発生 した融通 手形accomoda-
tionbillsが手形割 引市 場におい て無謀 な割 引ない し再割 引を受け た事 実で あ る。例え
ば,こ うした仮 空信用に よって発生 した 手形は,前 述 の リヴ ァプール ・パ ラ ・パ ソクの
如 き地 方株式 銀行に よって 割 引かれ て 裏書 きされた後,『手形 の質 にはおか まいな く,
銀行[の 裏書 きコのみを 信用 の基 礎 として』 ロン ドソの ビル ・ブロー カーに よって再割
(56)
引を受けたという。 こうした事実が.前 節で確認済みの1850年代における預金銀行業
務の飛躍的興隆と巨大なる余剰資金の圧力を背景とするものであったことは,も はや多
言を要するまでもあるまい。以上の如き分析結果に基づいて,委 員会報告は,1857年
恐慌の 真の原因はr商業信用の不当なる拡大』によるものと断定し,さ らに 『如何な
る通貨制度といえども,無 分別の結果か ら商業界を 守ることは 不可能である』という
(57)
結 論を下 したのであ る。 委員会報 告 の上 の如 き 分 析 と結論 は,(1)1850年代にお いて
ロ ン ドンが,「 ほ とん どの 国際的取 引が 決済 され る」 と ころの 「世 界 の 手形交換所 」
(58)
clearin9-houseoftheworldとして本 格 的 興 隆 を 遂 げ た こ と。(2)こ う した 金 融 的 基
　 　 の の 　 　 　
礎構i築を1背景として,1857年恐慌が 世界資本主義史上における最初の世界恐慌とし
(59)
て発現 したこと,を反映するものとして注目に値するが,と もあれ委員会報告の基本的
立場は,恐慌の原因をその1現象形態たる信用の濫用のうちに求めつつJも って恐慌期
の金融逼迫を立法的措置によって人為的に激化せしめるピール銀行法を免罪することに
あったといえよう。
(ii)諸論点に対する評価
(55)以上 の諸 引用 は,Report.,NO.38.より詳 しくは,ロ ン ドンの計理 士で破産 商会 の精算 にあたっ
た とい うボールJ.Ba11とコールマ ンJ.EColemanの証 言 を参照。Evidence.,9Ω.1662--1691,
1724-1728,1775-1781,1938-1939.なお.無 担保信用 は本来農業国 との貿 易に際 して,輸 出入
の季節的不一 致 を調整 す る手段 として利用 されたもので ある とい う。G.J.Goschen,Theoryof
theForeignExchanges.町田義一郎訳 『外国為替 の理論」26-27頁。
(5⑤Report.,NO.54.
働Report.,NO.57.同様 の点は,NO.82.
働 ゴ ッシェ ン,前 掲 書,町 田義一郎訳26頁 。
㈹ この点 に関連す るもの と して,他 に も興味深 い証言 が多いが,本 稿 では紙幅 の関係 か ら割愛せ ざ
るを得 ない。 当面,エ リ ・ア ・メ ンデ リソ ン 『恐慌 の理論 と歴史」2,飯 田貫一他訳,第11章,
エ ー ・ヴ ァルガ 「世界経 済恐慌史」永住道雄訳.第1巻.第2部,第1章.お よび,山 之内靖 『マ
ル クス ・エ ンゲルスの世界史像』,第2部,第5章 を参照 されたい。
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次にわれわれは,前 節で確認せる如きピール銀行法をめ ぐる諸論点に対して,委員会
報告が下した評価と結論に注目したい。報告はまず,前記イングラソド銀行総裁ニィー
ブの見解を次のように肯定的に紹介している。(1)1825年恐慌以後の貨幣恐慌期におけ
るイングランド銀行発券部の金準備の最低点が,ピ ール銀行法の制定を画期として顕著
な増加を示していること。(2)イングランド銀行当局にとって,銀行券の見換性確保が
第1の 義務であ り,この点で,『最も深刻な窮迫期において,1844年法は極楷としてで
(60)
はな く,支 援 者 として機能 した ことは 明白で あ る』 こと。 こ うしたイ ング ラン ド銀行総
裁の見解 に対 しては,さ らに アイル ラ ン ド銀行総裁,ス コッ トラ ン ド諸銀行 の代表,地
方個人銀行 家協会 の 会長(ロ ドウェル)お よび ロン ドン ・ア ン ド ・ウェス トミソス タ
(61)一 ・バンクのサロモンズが 賛成意見を表明している旨強調した。 以上の点を確i認した
後,委 員会報告は結論的に,r現行法は,パ ンクの金庫中に十分なる地金の維持を確保
したものと看倣される』と述べ,さ らに 『過去の実績からみて,パ ンク理事の英知と確
信のみをもってしてはかかる[地金]量 は維持されえない』こと。従ってまたイングラ
ンド銀行の理事会は,rひき続き現行法の諸条項によって補強されることを一致して希
(6'!)
望 している』旨を附記した。以上,委 員会報告の論旨は,主 としてイングランド銀行当
局の見解を挙列 し,これに準拠する形をとってピール銀行法の有効性を確認した点が特
徴的である。
上の如き基本線の確認に続いて,委員会報告は次に,前 節で紹介せる如きランカシャ
ー綿業=銀行資本およびビル ・ブローカーの政策的要求に言及して,これに次のような
評価を下した。(1)まず1,400万硝の保証発券額を増額する要求に対しては,こ れがピ
ール銀行法に対する 『最も一般的かつ通常の反対意見』であることを承認した後,イ ン
グランド銀行の前総裁 ウェガリンT・M・Weguelinの証言を引用して,仮 りに保証発券
を200万硝増額しても現実の通貨流通高にはなんらの変化がないばか りか,為替相場の
逆調時には増加分は 地金の形で外国に流出し,rパンクが保有する地金は,それだけ減
少するであろう』と論証した。 この点について委員会報告はさらに,r1844年以来,商
業は非常に発展したにもかかわ らず,銀 行券の総[流通コ額は現実に縮少した』事実を
統計的に証明し,か くして結論的に,保 証発券の増額はr商 業的利害にとって有益 とは
側 以上 の点 は,Report.,NO.60.
{61)Report.,NO.61.なお,ス コッ トラン ドとアイルラン ドにつ いては,金 の国内流 出 と関連 して 重
要 な論点 を含 むが.小 稿 では一切省略 した。
㈱ 以上 の諸引用は,Report.,NO・67・
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(63)
看倣されない』と断定 した。(2)次に,恐慌期におけるピール銀行法の停止を立法化す
る要求に関しては,r当委員会は,こ うした条項[の 制定コが1844年法に対するなんら
かの原則的な変更であるとは 看倣さない』と表明して,肯 定的な評価を下した。 ただ
し,同時にこれには次の如き条件が附された点に併せ留意すべきである。曰く,『将来,
新条項が議会によって制定されるとしても,窮迫期において十分なる金準備の維持を確
(64)
保するという大目的は厳守されるべきである』と。以上,い わゆる 「マンチェスター=
ロンドン枢軸」の名で呼ばれるイギリスの主導的資本内部における利害対立は,こ うし
て金本位制の根抵に解れない限りにおいて一定の調整を受けつつ,イ ングランド銀行=
シティ権力の主導性のもとに一応の決着が与えられた。
委員会報告の論旨とはやや前後することになるが,最後に銀行学派に対する次の如き
態度表明が注目される。 すなわち.同 報告は特に1857年の委員会における銀行学派の
主張に関説して,こ うした 『論争の主題』を含む証言に批評を加えることについては,
『当委員会は,意見の大きな相異なしには なんらの結論にも到達しえないであろう』と
述べ,ま た,『従って,当報告か らはこうした問題を 除外することが望ましい』と判断
を下して,こ の点に関する評価を回避した後,続 いて次の如く強調した。 『公衆の福祉
にとって,イ ングランド銀行が商業的窮迫時に十分なる金準備を維持することが必要で
(65)
あ る』 とい う点では,銀 行学派 と通 貨学派は ともに意見 の一致す ると ころで あ ると。 こ
うした両学派 の対 立点回避 と共通点に関す る一 面的強 調の うちに,わ れわ れは両学派 の
「和 解の語調 」conciliatoryintoneと金 本位 制堅持 の姿 勢 の基本的 貫徹 を看取す べ き
では あ るまいか 。 事実 また,前 記の よ うに1858年6月,こ の委 員会報 告(案)が 最 終
的 な採 決に付 され た とき,銀 行学派 委 員た るウィル ソンは これ に賛成票 を投 じたのであ
(66)● ● ● ・o.● ● ●.● ● ● ・ ・ ● ・ ● ●o.・ …o・ ・ ●
る。か くして通貨論争は実質的に終憶 し,ここにピール銀行法は銀行学派によって事実
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
上 の承 認を受け るに至 った 。以 上,こ の点 は,前 述 の ヨー クシ ャーな らびに農業地帯 に
おけ る 「ピール以後 」 の金融 的再編の急速 な進行 との関連に おいて,合 理 的 に把握 され
る ことを要す 。
〔63)以上,引 用 順 に,Report,NO.68,70.
(64)Report.,NO,72,73.
(65)Report,NO・60なお,1857年 の 委 員 会 に お い て は,ニ ュ ー マ ー チw.Newmarch,ミ ルJ.S.
Mill・オ ー ヴ ァ ス トー ンOverstone,ノー マ ンG .WNorman等 の 当 時 有 数 の 理 論 家 が 証 人 と し
て 喚 問 さ れ,主 と して 通 貨 理 論 上 の 問 題 を め ぐ っ て 論 争 が 展 開 さ れ た 。 こ れ に 対 比 し て,58年 の 委
員 会 で は 銀 行 家,商 人 等 の 実 務 家 の 証 人 が 多 い 点 が 特 徴 的 で あ る 。
(66)以上 の 点 につ い て は,EWood,EnglishTheoriesofCentralBankingControl,1819-1858,
pp.170_171,およ びProceedings.,p」xxviをみ よ 。.'
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⇔ バ ー ミンガム学派 の報告案
上 の委員会報告 におい て,そ の政 策的主張 を完全に無視 され た バー ミンガム学派は ス
プーナの報告案 を逆捉 案 して,こ れに対決 した ことは前 述の とお りで あ る。 このス プー
ナの報 告案は,量 的 にはわずか に2頁 にす ぎない もので あ るが,バ ー ミンガム学派 の立
論 と政策 的要求が ほぼ 網羅的 にか つ簡潔に要 約 され てい る。同報告案は まず,そ の冒頭
にお いて ピール銀行法 の主 旨を次の よ うに確認 した。 す なわ ち,『 イ ングラ ン ド銀 行の
発券 を為替 相場 の動 向に正 確に一致 して規制 す る』 ことを通 じて,パ ンク ・ノー トの免
換性確 保の ために十分な る金準備を維持 し,か つ貨幣価 値 と商品価格 の変動 を防 止す る
ことで あ った と。 しか るに,ス プーナに よれば,か か る立法的 措置は,『 予期 され,ま
た望 まれた結 果を生み 出す 点で完全に失敗 した』 のみ な らず,『 そ の失敗は,立 法 の原
理そ の もの の固有 の欠陥に 由来 す る』す るものであ った ことが強調 され,続 いてその理
由が 次の如 く指 摘 された 。(1)まず,イ ングラ ン ド銀行 がパ ンク ・ノー トを発行 して金
を受け入れ るべ く義務づ けた規定は,恐 慌後 におけ る利子率 の低 落に拍車 をか けつつ投
機 を促 し,結 局 の と ころ再 び物 価騰貴 と金流 出を招来 せ しめ ること。く2)イングラ ン ド
銀 行か らの金流 出に伴 って,人 為的に強制せ られた通貨 の縮少は,『 銀行券を確 保せん
とす る』商 業界の熱望 を刺 激 し,か くて 『商業上 におけ る真 の需 要』 の外 に 『バ ンクに
よる不合理 な発券規制が なけれぽ決 して起 りえなか った よ うな[貨 幣 コ退蔵』が 加わ っ
て,金 融逼 迫に一層 の拍 車が かけ られ ること。(3)さらに ス プーナに よれば,ピ ール銀
行 法は1819年の 免 換再開法 のr補 完物』で あ って,r1819年法の よ うに,そ の原理に
おい て誤 った制度 が1844年法に よって現 実的かつ 一 層厳格 に実施 され る故 に,一 層 ひ
どい禍が 招来 され るのは避け られ ない』 と断定 して,金 本位制 自体 に対す る徹 底的な批
判が開展 された ので あ る。か くして,ス プーナの結論す る ところに よれば,『1819年と
(6噌)
1844年の立法が 存続す る限 り』恐慌 の周期 的反復は不可 避的であ った。
ところで,上 の認識 に基づ いてス プーナは 次の如 きr迅 速 に して確実 なる救済策』 を
勧告 してい る。 処方 箋の第1は,『 国家紙幣』nationalpapermoneyの制 限発行体制
の確 立であ って,ま ず こ うした紙幣はすべ ての支払 いにおい て法貨 と認定 され るべ きで
あ り,ま た その発 行額につ いて も,『一般的な流通 手段 お よび 租税支払 い用 と して十分
な る額でなければ な らない』 ことが 強調 され た。次に第2に は,如 上 の国内通貨体制 を
(671以上 の 諸 点 に 関 す る す べ て の 引 用 は,Proceedings,P.lv念の た め パ ラ グ ラ フ ・ナ ンバ ー を 附
記 れ ば.NO・1-5・
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補完す る もの と して,r外 国貿易 のために 』,(1)地金 銀を受け入れかつ 党換 銀行 券を発
行す る特別 の 『造幣銀行 』MintBankの設立 。(2)『現行 の鋳貨 制度下で は5礪 の範
　
囲まで,ま た重量では無制限に』銀を法貨と定めて,銀本位制に移行することが主張さ
(68)
れた。以上の点に関するスプーナの説明は極めて簡単で,そ の詳細は不明であるが,当
面.こ のうち銀本位制に関する主張に関連して,一 般に1850年代は金の 銀に対する比
価下落により,金は価値尺度としてi著しく不安定性を示し,国際的に銀本位制への志向
(69)
が強まった時期である点を指摘しておきたい。ところで,以 上の具体的政策を提起した
後,さ らに スプーナはその意図に関説してい う,r通貨規制に関する現行法の推進者達
が公言した目的は,商 品価格に対する影響において安定した不動の交換手段を確保する
ことであった』にもかかわらず,逆 に,r貨幣価値の突然かつ極端な変動は,社会のあ
らゆる階層とりわけ労働人口に対する大なる害悪として絶えず愁嘆されて来た』こと,
(70)
従って,上 の政策はこうした禍に対する 『唯一の救済策』であると。以上,明 らかにパ
ーミンガム学派の政策的要求は,恐慌(貨 幣価値変動)防 止と完全雇用実現のために,
　 　 　 　 　 　
対内的には管理通貨体制への移行,対 外的には価値尺度としてより安定性をもつ銀本位
制の採用を志向するものであったといえよう。
IV結 論
最 後 に わ れ わ れ は,以 上 の分 析 結 果 を概 括 して,1857年 恐 慌 段 階 に お け る ピー ル 銀
行 法 を め ぐる論 争 の 基 本 構 造 と そ の歴 史 的 地 位 を 確 認 した い 。 まず 第1に,い わ ゆ る
「マ ンチ ェス タ ー=ロ ン ドン枢 軸 」 に表 現 せ られ る イ ギ リス の 主 導 的 資 本 は,金 本位 制
を前 提 と した 国 際 均 衡 優 先 の 原 則 に基 づ い て ピー ル 銀 行 法 擁i護の 体 系 を 構 成 して い た
が,特 殊 的 に恐 慌 期 に お け る同 法 の 機 能 を め ぐ って,1方 は 為 替 手 形 の 『免 換 性 』 を,
他 方 は パ ン ク ・ノ ー トのr党 換 性 』 の確 保 を 重 視 す る点 で 経 済 的 利 害 の 相 対 的 独 自性 が
存 した 。 こ うした 主 導 的 資本 内 部 の 矛盾 は,r如 何 な る通 貨 制 度 とい え ど も』恐 慌 を 防
止 す る ことは 不 可 能 で あ る との 認 識 に 基 づ き,恐 慌 期 に お け る ピー ル 銀 行 法 の 自動 的 停
止 を立 法 化 す る方 向 で 一 定 の 調 整 を 受 け つ つ,な に よ りも まず 金本 位 制 の維 持 を 至 上 命
令 と し て イ ン グ ラ ン ド銀 行 に 代 表 され るシ テ ィ権 力 の主 導 性 の も とに 一 応 の 決 着が あ た
圃 以上の諸引用は.Proceedings.,P.lvi,NO.6,7.
(69)この点については,RS.Sayers,TheΩuestionoftheStandardintheEighteen-Fifties,
Ec.H.(ASupPlementtotheEc.J.),volII,N().8,1933;Hughes,oP.cit.,P.244.を参照。
σ¢Proceedings.,p.lvi,NO.8,9.
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えられた。次に第2に,「ピール以後」就中1850年代におけるイギリス金融体制の本格
的興隆とともに,ヨ ークシャーならびに農業地帯における金融的再編が進行し,銀行学
派の社会的基盤となつていた地方銀行による発券業務は漸次その意義を喪失しつつあっ
た。こうした事態の推転を背景として,当該段階において通貨論争は事実上終憶し,ピ
ール銀行法は銀行学派によって実質的承認を受けるに至った。か くして,イギリス自由
貿易体制の金融的基礎構築を推進したピール銀行法は,「自由貿易という至福千年王国」
　 　
の本格的展開と古典的世界市場確立の画期(そ の指標は1857年世界恐慌)に おいて,
イギリス資本主義内部の経済的諸利害の圧倒的部分による承認を受け,その不動の地位
を確立した。第3に,こ れに対して,ひ とりバーミンガム学派は ピール銀行法に対する
最も徹底的な 批判者であったばか りでなくJ1819年党換再開法(21年実施)に よって
基調的確立をみた金本位制自体に対する執拗なる挑戦者であった。同学派は,・ミー ミン
ガム地方の中小の金属加工業を背景として,小生産者層と労働者階級の完全雇用実現を
要求するものであったが,そ の立論はすぐれて本位問題questionofstandardとし
て,すなわち金本位制離脱と対内的には管理通貨体制,対外的には銀本位制への移行の
要求として提起されたのである。か くして,イギリス資本主義史上ナポレオン戦争期と
その直後において展開された本位論争が,当該段階において再び鋭い形で再生産される
とともに,それはまた19世紀末の大不況を 画期として展開された 国際的な複本位運動
bimetallicmovementの一環として,再度本格的な高揚を遂げるに至ったイギリスの
本位論争を準備するものであった。
[1970年5月成稿]
